
土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し） 新条文 編 章 節 条 項

項
以
下

編章節条
（項目見出し） 旧条文 改定理由（R7.10）

1 1 1 4 1 1.一般事項 受注者は，工事着手前または施工方法が確定した時期に工事目的
物を完成するために必要な手順や工法等についての施工計画書を
監督職員に提出しなければならない。

1 1 1 4 1 1.一般事項 受注者は，工事着手前又は施工方法が確定した時期に工事目的物
を完成するために必要な手順や工法等についての施工計画書を監
督職員に提出しなければならない。

【修正】
「又は」→「または」

1 1 1 13 2 （3） 正確な調査票等の提出が行えるよう，労働基準法等に従い就業規
則を作成すると共に賃金台帳を調製・保存する等，日頃より使用
している現場労働者の賃金時間管理を適切に行わなければならな
い。

1 1 1 13 2 （3） 正確な調査票等の提出が行えるよう，労働基準法等に従い就業規
則を作成すると共に賃金台帳を調製・保存する等，日頃より使用
している現場労働者の賃金時間管理を適切に行なわなければなら
ない。

【修正】
「行なわなければ」→「行わなけれ
ば」

受注者は，トンネル坑内作業において表1-1-2に示す建設機械を
使用する場合は，2011年以降の排出ガス基準に適合するものとし
て「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」
（令和6年4月改正経済産業省・国土交通省・環境省令第3号）16
条第1項第2号もしくは第20条第1項第2号に定める表示が付された
特定特殊自動車，または「排出ガス対策型建設機械指定要領（平
成3年10月8日付建設省経機発第249号）」もしくは「第3次排出ガ
ス対策型建設機械指定要領（最終改訂平成28年8月30日付国総環
リ第6号）に基づき指定されたトンネル工事用排出ガス対策型建
設機械（以下「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等」とい
う。）を使用しなければならない。

受注者は，トンネル坑内作業において表1-1-2に示す建設機械を
使用する場合は，2011年以降の排出ガス基準に適合するものとし
て「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」
（令和3年2月改正経済産業省・国土交通省・環境省令第1号）16
条第1項第2号もしくは第20条第1項第2号に定める表示が付された
特定特殊自動車，または「排出ガス対策型建設機械指定要領（平
成3年10月8日付建設省経機発第249号）」もしくは「第3次排出ガ
ス対策型建設機械指定要領（最終改訂平成28年8月30日付国総環
リ第6号）に基づき指定されたトンネル工事用排出ガス対策型建
設機械（以下「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等」とい
う。）を使用しなければならない。

【修正】
通知の更新「令和3年2月改正」→
「令和6年4月改正」

1 1 1 34 14 14.通行許可等 受注者は，建設機械，資材等の運搬にあたり，車両制限令（令和
3年7月改正政令第198号）第3条における一般的制限値を超える車
両を通行させるときは，道路法第47条の2に基づく通行許可，ま
たは道路法第47条の10に基づく通行可能経路の回答を得ているこ
とを確認しなければならない。また，道路交通法施行令（令和6
年9月改正政令第272号）第22条における制限を超えて建設機械，
資材等を積載して運搬するときは，道路交通法（令和5年6月改正
法律第56号）第57条に基づく許可を得ていることを確認しなけれ
ばならない。

1 1 1 34 14 14.通行許可等 受注者は，建設機械，資材等の運搬にあたり，車両制限令（令和
3年7月改正政令第198号）第3条における一般的制限値を超える車
両を通行させるときは，道路法第47条の2に基づく通行許可，ま
たは道路法第47条の10に基づく通行可能経路の回答を得ているこ
とを確認しなければならない。また，道路交通法施行令（令和5
年3月改正政令第54号）第22条における制限を超えて建設機械，
資材等を積載して運搬するときは，道路交通法（令和5年5月改正
法律第19号）第57条に基づく許可を得ていることを確認しなけれ
ばならない。

【修正】
「令和5年3月改正政令第54号」→
「令和6年9月改正政令第272号」，
「令和5年5月改正法律第19号」→
「令和5年6月改正法律第56号」

1 1 1 41 3 3.著作権法に規定さ
れる著作物

発注者が，引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（令和6年6月
改正法律第55号第2条第1項第1号）に規定される著作物に該当す
る場合は，当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとする。

1 1 1 41 3 3.著作権法に規定さ
れる著作物

発注者が，引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（令和6年7月
改正法律第55号第2条第1項第1号）に規定される著作物に該当す
る場合は，当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとする。

【修正】
法律等の更新

1 3 2 0 1 土木学会　コンクリート標準示方書（施工編）［2023年制定］
（2023年9月）

1 3 2 0 1 土木学会　コンクリート標準示方書（施工編）［2023年制定］ 【修正】
（2023年9月）追記

1 3 2 0 1 土木学会　コンクリート標準示方書（設計編）［2023年制定］
（2023年3月）

1 3 2 0 1 土木学会　コンクリート標準示方書（設計編）［2023年制定］ 【修正】
（2023年3月）追記

1 3 2 0 1 土木学会　コンクリートのポンプ施工指針［2012年版］（平成24
年6月）

1 3 2 0 1 土木学会　コンクリートのポンプ施工指針［2012年版］ 【修正】
（平成24年年6月）追記

1 3 7 1 2 2.照査 受注者は，施工前に，設計図書に示された形状及び寸法で，鉄筋
の組立が可能か，また打込み及び締固め作業を行うために必要な
空間が確保出来ていることを確認しなければならない。不備を発
見したときは監督職員に協議しなければならない。

1 3 7 1 2 2.照査 受注者は，施工前に，設計図書に示された形状及び寸法で，鉄筋
の組立が可能か，また打込み及び固め作業を行うために必要な空
間が確保出来ていることを確認しなければならない。不備を発見
したときは監督職員に協議しなければならない。

【修正】
「固め作業」→「締固め作業」

2 2 3 1 1 JIS　A　5308（レディーミクストコンクリート）附属書JA（レ
ディーミクストコンクリート用骨材）

2 2 3 1 1 JIS　A　5308（レディーミクストコンクリート）附属書A（レ
ディーミクストコンクリート用骨材）

【修正】
「附属書A」→「附属書JA」

2 2 3 6 1 1.瀝青材料の品質 瀝青安定処理に使用する瀝青材料（再生舗装工法における新アス
ファルトを含む）の品質は，表2-2-15に示す舗装用石油アスファ
ルトの規格及び表2-2-16に示す石油アスファルト乳剤の規格に適
合するものとする。

2 2 3 6 1 1.瀝青材料の品質 瀝青安定処理に使用する瀝青材料の品質は，表2-2-15に示す舗装
用石油アスファルトの規格及び表2-2-16に示す石油アスファルト
乳剤の規格に適合するものとする。

【修正】
（再生舗装工法における新アスファ
ルトを含む）追加

2 2 6 4 1 1.練混ぜ水 コンクリートの練混ぜに用いる水は，上水道またはJIS　A　5308
（レディーミクストコンクリート）附属書JC（レディーミクスト
コンクリートの練混ぜに用いる水）の規格に適合するものとす
る。また，養生水は，油，酸，塩類等コンクリートの表面を侵す
物質を有害量含んではならない。

2 2 6 4 1 1.練混ぜ水 コンクリートの練混ぜに用いる水は，上水道またはJIS　A　5308
（レディーミクストコンクリート）附属書C（レディーミクスト
コンクリートの練混ぜに用いる水）の規格に適合するものとす
る。また，養生水は，油，酸，塩類等コンクリートの表面を侵す
物質を有害量含んではならない。

【修正】
「附属書C」→「附属書JC」

3 2 2 0 0  国土交通省　　仮締切堤設置基準（案）（令和6年3月一部改正） 3 2 2 0 0  国土交通省　仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改正） 【修正】
「平成26年12月一部改正」→「令和6
年3月一部改正」

3 2 6 3 15 15.適用規格（再生
アスファルト(2)）

再生アスファルト混合物及び材料の規格は，舗装再生便覧（日本
道路協会，令和6年3月）による。

3 2 6 3 15 15.適用規格（再生
アスファルト(2)）

再生アスファルト混合物及び材料の規格は，舗装再生便覧（日本
道路協会，平成22年11月）による。

【修正】
「平成22年11月」→「令和6年3月」

3 2 6 7 4 なお，マーシャル供試体の作製にあたっては，25㎜を超える骨材
だけ25～13㎜の骨材と置き換えるものとする。ただし，これまで
に実績（過去1年以内にプラントから生産され使用した）や定期
試験で基準密度が求められている場合には，その試験結果を監督

3 2 6 7 4 【追加】
国に準拠

現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し） 新条文 編 章 節 条 項

項
以
下

編章節条
（項目見出し） 旧条文 改定理由（R7.10）

現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）

3 2 6 8 4 4.適用規定 受注者は，半たわみ性舗装工の施工にあたっては，「舗装施工便
覧　第9章　9-4-1半たわみ性舗装工」（日本道路協会，平成18年
2月）の規定，「舗装施工便覧　第5章及び第6章　構築路床・路
盤の施工及びアスファルト・表層の施工」（日本道路協会，平成
18年2月）の規定，「アスファルト舗装工事共通仕様書解説　第
10章　10-3-7施工」（日本道路協会，平成4年12月）の規定，
「舗装再生便覧　第2章　2-8施工」（日本道路協会，令和6年3
月）の規定による。これにより難い場合は，監督職員の承諾を得
なければならない。

3 2 6 8 4 4.適用規定 受注者は，半たわみ性舗装工の施工にあたっては，「舗装施工便
覧　第9章　9-4-1半たわみ性舗装工」（日本道路協会，平成18年
2月）の規定，「舗装施工便覧　第5章及び第6章　構築路床・路
盤の施工及びアスファルト・表層の施工」（日本道路協会，平成
18年2月）の規定，「アスファルト舗装工事共通仕様書解説　第
10章　10-3-7施工」（日本道路協会，平成4年12月）の規定，
「舗装再生便覧　第2章　2-7施工」（日本道路協会，平成22年11
月）の規定による。これにより難い場合は，監督職員の承諾を得
なければならない。

【修正】
「第2章　2-7施工」→「第2章　2-8
施工」
「平成22年11月」→「令和6年3月」

3 2 6 9 2 2.適用規定（2） 受注者は，排水性舗装工の施工については，「舗装施工便覧　第
7章　ポーラスアスファルト混合物の施工，第9章　9-3-1排水機
能を有する舗装」（日本道路協会，平成18年2月）の規定，「舗
装再生便覧　第2章　2-8施工」（日本道路協会，令和6年3月）の
規定による。

3 2 6 9 2 2.適用規定（2） 受注者は，排水性舗装工の施工については，「舗装施工便覧第7
章　ポーラスアスファルト混合物の施工，第9章　9-3-1排水機能
を有する舗装」（日本道路協会，平成18年2月）の規定，「舗装
再生便覧　第2章　2-7施工」（日本道路協会，平成22年11月）の
規定による。

【修正】
「第2章　2-7施工」→「第2章　2-8
施工」
「平成22年11月」→「令和6年3月」

3 2 6 12 9 受注者は，暑中コンクリート及び寒中コンクリートの施工にあ
たっては，「舗装施工便覧　第8章　8-4-10　暑中及び寒中にお
けるコンクリート版の施工」（日本道路協会，令和6年3月）の規
定によるものとし，第1編1-1-1-4第1項の施工計画書に，施工・
養生方法等を記載しなければならない。

3 2 6 12 9 受注者は，暑中コンクリート及び寒中コンクリートの施工にあ
たっては，「舗装施工便覧　第8章　8-4-10　暑中及び寒中にお
けるコンクリート版の施工」（日本道路協会，平成18年2月）の
規定によるものとし，第1編1-1-1-4第1項の施工計画書に，施
工・養生方法等を記載しなければならない。

【修正】
「平成18年2月」→「令和6年3月」

3 2 10 5 3 3.適用規定 受注者は，河川堤防の開削をともなう施工にあたり，仮締切を設
置する場合には，「仮締切堤設置基準（案）」（国土交通省，令
和6年3月）の規定による。

3 2 10 5 3 3.適用規定 受注者は，河川堤防の開削をともなう施工にあたり，仮締切を設
置する場合には，「仮締切堤設置基準（案）」（国土交通省，平
成22年6月）の規定による。

【修正】
「平成22年6月」→「令和6年3月」

3 2 10 23 0 受注者は，足場工の施工にあたり，「手すり先行工法等に関する
ガイドライン」（厚生労働省，令和5年12月）によるものとし，
足場の組立，解体，変更の作業時及び使用時には，常時，全ての
作業床において二段手すり及び幅木の機能を有するものを設置し
なければならない。

3 2 10 23 0 受注者は，足場工の施工にあたり，「手すり先行工法等に関する
ガイドライン」（厚生労働省，平成21年4月）によるものとし，
足場の組立，解体，変更の作業時及び使用時には，常時，全ての
作業床において二段手すり及び幅木の機能を有するものを設置し
なければならない。

【修正】
「平成21年4月」→「令和5年12月」

3 2 18 2 1 （11） 受注者は，工事完成時における足場及び支保工の解体にあたって
は，鋼桁部材に損傷を与えないための措置を講ずるとともに，鋼
桁部材や下部工にコンクリート片，木片等の残材を残さないよう
後片付け（第1編1-1-30後片付け）を行わなければならない。

3 2 18 2 1 （11） 受注者は，工事完成時における足場及び支保工の解体にあたって
は，鋼桁部材に損傷を与えないための措置を講ずるとともに，鋼
桁部材や下部工にコンクリート片，木片等の残材を残さないよう
後片付け（第1編1-1-28後片付け）を行わなければならない。

【修正】
「第1編1-1-28」→「第1編1-1-30」

6 1 2 0 0 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）　（令和6年3月一部改正） 6 1 2 0 0 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改正） 【修正】
「平成26年12月一部改正」→「令和6
年3月一部改正」

6 3 2 0 0 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）　（令和6年3月一部改正） 6 3 2 0 0 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）　（平成26年12月一部改
正）

【修正】
「平成26年12月一部改正」→「令和6
年3月一部改正」

6 3 2 0 0 国土交通省　河川砂防技術基準　（令和6年5月） 6 3 2 0 0 国土交通省　河川砂防技術基準　（令和6年6月） 【修正】
「令和6年6月」→「令和6年5月」

6 4 2 0 0 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）　（令和6年3月一部改正） 6 4 2 0 0 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）　（平成26年12月一部改
正）

【修正】
「平成26年12月一部改正」→「令和6
年3月一部改正」

6 4 3 8 0 橋歴板に用いる材質は，第3編3-2-3-25銘板工の規定による。 6 4 3 8 0 受注者は，橋歴板の材質については，JIS　H　2202（鋳物用銅合
金地金）によらなければならない｡

【修正】
国に準拠

6 5 2 0 0 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）（令和6年3月一部改正） 6 5 2 0 0 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改正） 【修正】
「平成26年12月一部改正」→「令和6
年3月一部改正」

6 6 2 0 0 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）（令和6年3月一部改正） 6 6 2 0 0 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改正） 【修正】
「平成26年12月一部改正」→「令和6
年3月一部改正」

6 7 2 0 0 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）（令和6年3月一部改正） 6 7 2 0 0 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改正） 【修正】
「平成26年12月一部改正」→「令和6
年3月一部改正」

7 1 6 5 6 6.裏込石の施工 受注者は，裏込石の施工にあたっては，砕石，割ぐり石またはク
ラッシャーランを敷均し，締固めを行わなければならない。

7 1 6 5 6 6.裏込石の施工 受注者は，裏込石の施工にあたっては，砕石，割ぐり石またはク
ラッシャランを敷均し，締固めを行わなければならない。

【修正】
クラッシャラン→クラッシャーラン

7 1 7 3 4 4.裏込石の施工 受注者は，裏込石の施工にあたっては，砕石，割ぐり石またはク
ラッシャーランを敷均し，締固めを行わなければならない。

7 1 7 3 4 4.裏込石の施工 受注者は，裏込石の施工にあたっては，砕石，割ぐり石またはク
ラッシャランを敷均し，締固めを行わなければならない。

【修正】
クラッシャラン→クラッシャーラン

8 3 2 0 0 斜面防災対策技術協会　新版　地すべり鋼管杭設計要領（平成28
年3月）

8 3 2 0 0 斜面防災対策技術協会　新版　地すべり鋼管杭設計要領（平成22
年4月）

【修正】
「平成22年4月一部改正」→「平成28
年3月一部改正」
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し） 新条文 編 章 節 条 項

項
以
下

編章節条
（項目見出し） 旧条文 改定理由（R7.10）

現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）

9 2 3 2 0 ただし，第9編9-2-3-5基礎地盤面及び基礎岩盤面処理の4項に示
す仕上げ掘削は，岩石掘削に含むものとする。

9 2 3 2 0 ただし，第9編9-2-2-5基礎地盤面及び基礎岩盤面処理の4項に示
す仕上げ掘削は，岩石掘削に含むものとする。

【修正】
「第9編9-2-2-5」→「第9編9-2-3-
5」

9 2 3 9 0 受注者は，以下の場合には監督職員の指示に従い，第9編9-2-3-5
基礎地盤面及び基礎岩盤面処理5項の基礎地盤清掃または6項の基
礎岩盤清掃を行い，盛立直前に監督職員の再確認を受けなければ
ならない。

9 2 3 9 0 受注者は，以下の場合には監督職員の指示に従い，第9編9-2-2-5
基礎地盤面及び基礎岩盤面処理5項の基礎地盤清掃または6項の基
礎岩盤清掃を行い，盛立直前に監督職員の再確認を受けなければ
ならない。

【修正】
「第9編9-2-2-5」→「第9編9-2-3-
5」

10 1 2 0 0 10 1 2 0 0 全日本建設技術協会　土木構造物標準設計第2巻　（平成12年9
月）

【削除】
国に準拠

10 1 7 1 2 2.適用規定 受注者は，擁壁工の施工にあたっては，「道路土工－擁壁工指針
5-11・6-10　施工一般」（日本道路協会，平成24年7月）の規定
による。これにより難い場合は，監督職員の承諾を得なければな
らない。

10 1 7 1 2 2.適用規定 受注者は，擁壁工の施工にあたっては，「道路土工－擁壁工指針
5-11・6-10　施工一般」（日本道路協会，平成24年7月）及び
「土木構造物標準設計　第2巻　解説書　4．3施工上の注意事
項」（全日本建設技術協会，平成12年9月）の規定による。これ
により難い場合は，監督職員の承諾を得なければならない。

【修正】
国に準拠

10 2 2 0 0 日本道路協会　舗装再生便覧　（令和6年3月） 10 2 2 0 0 日本道路協会　舗装再生便覧　（平成22年11月） 【修正】
「平成22年11月」→「令和6年3月」

10 4 3 11 0 橋歴板に用いる材質は，第3編3-2-3-25銘板工の規定による。 10 4 3 11 0 橋歴板は，JIS　H　2202（鋳物用銅合金地金），JIS　H　5120
（銅及び銅合金鋳物）の規定による。

【修正】
国に準拠

10 5 3 7 0 橋歴板に用いる材質は，第3編3-2-3-25銘板工の規定による。 10 5 3 7 0 橋歴板は，JIS　H　2202（鋳物用銅合金地金），JIS　H　5120
（銅及び銅合金鋳物）の規定による。

【修正】
国に準拠

10 6 2 0 0 厚生労働省　山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対
策に係るガイドライン　　（令和6年3月）

10 6 2 0 0 厚生労働省　山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対
策に係るガイドライン　　（平成30年1月）

【修正】
「平成30年1月」→「令和6年3月」

10 6 8 6 2 2.標示板の材質 標示板に用いる材質は，第3編3-2-3-25銘板工の規定による。な
お，両坑口に図10-6-2を標準として取付けしなければならない。
ただし，記載する技術者等の氏名について，これにより難い場合
は監督職員と協議しなければならない。

10 6 8 6 2 2.標示板の材質 受注者は，標示板の材質はJIS　H　2202（鋳物用銅合金地金）と
し，両坑口に図10-6-2を標準として取付けしなければならない。
ただし，記載する技術者等の氏名について，これにより難い場合
は監督職員と協議しなければならない。

【修正】
国に準拠

10 7 6 5 2 2.銘板の材質 銘板に用いる材質は，第3編3-2-3-25銘板工の規定による。 10 7 6 5 2 2.銘板の材質 銘板の材質はJIS　H　2202（鋳物用銅合金地金）とする。

【修正】
国に準拠

10 8 7 5 2 2.銘板の材質 銘板に用いる材質は，第3編3-2-3-25銘板工の規定による。 10 8 7 5 2 2.銘板の材質 銘板の材質は，JIS　H　2202（鋳物用銅合金地金）とする。

【修正】
国に準拠

10 14 1 0 5 5.臨機の措置 受注者は，工事区間内での事故防止のため，やむを得ず臨機の措
置を行う必要がある場合は，第1編総則1-1-1-43臨機の措置の規
定に基づき処置しなければならない。

10 14 1 0 5 5.臨機の措置 受注者は，工事区間内での事故防止のため，やむを得ず臨機の措
置を行う必要がある場合は，第1編総則1-1-1-42臨機の措置の規
定に基づき処置しなければならない。

【修正】
「第1編1-1-1-42」→「第1編1-1-1-
43」

10 14 2 0 0 日本道路協会　舗装再生便覧　（令和6年3月） 10 14 2 0 0 日本道路協会　舗装再生便覧　（平成22年11月） 【修正】
「平成22年11月」→「令和6年3月」

10 14 4 7 1 受注者は，施工開始日に採取した破砕混合直後の試料を用い，
「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会，平成31年3月）に示
される「F007　突固め試験方法」により路上再生安定処理材料の
最大乾燥密度を求め，監督職員の承諾を得なければならない。

10 14 4 7 1 受注者は，施工開始日に採取した破砕混合直後の試料を用い，
「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会，平成31年3月）に示
される「G021砂置換法による路床の密度の測定方法」により路上
再生安定処理材料の最大乾燥密度を求め，監督職員の承諾を得な
ければならない。

【修正】
「G021砂置換法による路床の密度の
測定方法」→「F007　突固め試験方
法」

10 16 1 0 5 5.臨機の措置 受注者は，工事区間内での事故防止のため，やむを得ず臨機の措
置を行う必要がある場合は，第1編総則1-1-1-43臨機の措置の規
定に基づき処置しなければならない。

10 16 1 0 5 5.臨機の措置 受注者は，工事区間内での事故防止のため，やむを得ず臨機の措
置を行う必要がある場合は，第1編総則1-1-1-42臨機の措置の規
定に基づき処置しなければならない。

【修正】
「第1編1-1-1-42」→「第1編1-1-1-
43」

10 16 2 0 0 日本道路協会　舗装再生便覧　（令和6年3月） 10 16 2 0 0 日本道路協会　舗装再生便覧　（平成22年11月） 【修正】
「平成22年11月」→「令和6年3月」

10 16 24 4 27 27.騒音と粉じん 受注者は，施工中，特にコンクリートへのアンカー孔の穿孔と橋
脚面の下地処理のために発生する騒音と粉じんについては，第1
編1-1-1-32環境対策の規定によらなければならない。

10 16 24 4 27 27.騒音と粉じん 受注者は，施工中，特にコンクリートへのアンカー孔の穿孔と橋
脚面の下地処理のために発生する騒音と粉じんについては，第1
編1-1-1-31環境対策の規定によらなければならない。

【修正】
「第1編1-1-1-31環境対策」→「第1
編1-1-1-32環境対策」

10 16 24 5 6 6.騒音と粉じん対策 施工中，特にコンクリートへの削孔と橋脚面の下地処理のために
発生する騒音と粉じんについては，第1編1-1-1-32環境対策の規
定による。

10 16 24 5 6 6.騒音と粉じん対策 施工中，特にコンクリートへの削孔と橋脚面の下地処理のために
発生する騒音と粉じんについては，第1編1-1-1-31環境対策の規
定による。

【修正】
「第1編1-1-1-31環境対策」→「第1
編1-1-1-32環境対策」

11 7 1 4 0 1 11-7-1-4 監理技術者等の途中交代 【追加】
県独自
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
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現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）

1 1 1. 監理技術者等（主任技術者，監理技術者及び監理技術者補佐をい
う。以下同じ。）の途中交代が認められる一般的な条件は，監理
技術者等の死亡，傷病，出産，育児，介護又は退職等の場合や，
受注者の責によらない契約事項の変更に伴う場合，工場から現地
へ工事の現場が移行する場合や工事工程上技術者の交代が合理的
な場合などである。

【追加】
県独自

【例】 受注者の責によらない理由により工事中止又は工事内容の大幅な
変更が発生し，工期が延長された場合

【追加】
県独自

橋梁，ポンプ，ゲート，エレベーター，発電機・配電盤等の電機
品等の工場製作を含む工事であって，工場から現地へ工事の現場
が移行する場合

【追加】
県独自

一つの契約工期が多年に及ぶ場合 【追加】
県独自

工程上一定の区切りと認められる時点以降 【追加】
県独自

※工程上一定の区切りと認められる時点について
　監理技術者等を途中交代できる「工程上一定の区切りと認めら
れる時点」は，品質管理・出来形管理が必要な工事目的物の施工
が完了した時点とし，仮設備の撤去，後片付け及び検査等を行う
期間は，監理技術者等の配置技術者の途中交代が可能な期間とす
る。
　なお，交代後の監理技術者等に必要な能力は，当該工事が一般
競争入札であった場合は，入札参加資格としている配置予定技術
者の資格要件を満足する者であること。

【追加】
県独自

2. 上記１のいずれの場合であっても，発注者が工事の継続性，安全
管理及び工程等に支障がないと認める場合に限り，監理技術者等
の途中交代を認めるので，受発注者間で協議すること。

【追加】
県独自

11 7 1 5 0 1 11-7-1-5 監理技術者等の専任を要しない期間 【追加】
県独自

1. 請負契約書の締結後，現場施工に着手するまでの期間（現場事務
所の設置，資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの
間。）

【追加】
県独自

2. 工事用地等の確保が未了，自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等
により，工事を全面的に一時中止している期間

【追加】
県独自

3. 橋梁，ポンプ，ゲート，エレベーター，発電機・配電盤等の電機
品等の工場製作を含む工事全般について，工場製作のみが行なわ
れている期間

【追加】
県独自

4. 工事完成後，検査が終了し，事務手続，後片付け等のみが残って
いる期間（なお，発注者の都合により検査が遅延した場合は，そ
の期間（検査日含む）も専任を要しない。）

【追加】
県独自

11 7 1 6 0 11-7-1-6 公共工事における材料使用承認願について 11 7 1 4 0 11-7-1-4 公共工事における材料使用承認願について 【修正】
条の変更

11 7 1 6 1 1. 工事に使用する材料については，「材料使用承認願」に記入の
上，着手前に監督職員に提出し承諾を得ること。（任意仮設は除
く）。

11 7 1 4 1 1. 工事に使用する材料については，「材料使用承認願」に記入の
上，着手前に監督職員に提出し承諾を得ること。（任意仮設は除
く）。

【修正】
条の変更

11 7 1 6 1 また，材料の変更及び追加があった場合は，その都度，別様によ
り監督職員の承諾を得ること。

11 7 1 4 1 また，材料の変更及び追加があった場合は，その都度，別様によ
り監督職員の承諾を得ること。

【修正】
条の変更

11 7 1 6 1 様式については，鹿児島県ホームページから取得すること。 11 7 1 4 1 様式については，鹿児島県ホームページから取得すること。 【修正】
条の変更

11 7 1 6 2 2. 「材料使用承認願」に記載した材料については，品質等が確認で
きる試験成績表等（以下，「資料等」という。）を添付するこ
と。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合，特記仕様書等
において指示したものを除き，原則として資料等は添付しないこ
ととする。

11 7 1 4 2 2. 「材料使用承認願」に記載した材料については，品質等が確認で
きる試験成績表等（以下，「資料等」という。）を添付するこ
と。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合，特記仕様書等
において指示したものを除き，原則として資料等は添付しないこ
ととする。

【修正】
条の変更

11 7 1 6 2 (1) JIS製品 11 7 1 4 2 (1) JIS製品 【修正】
条の変更

11 7 1 6 2 (2) すべての県単独事業 11 7 1 4 2 (2) すべての県単独事業 【修正】
条の変更

11 7 1 6 2 (3) 請負金額が2,000万円未満の補助事業（災害復旧事業を含む） 11 7 1 4 2 (3) 請負金額が2,000万円未満の補助事業（災害復旧事業を含む） 【修正】
条の変更

11 7 1 7 0 11-7-1-7 公共工事における県産資材の優先使用について 11 7 1 5 0 11-7-1-5 公共工事における県産資材の優先使用について 【修正】
条の変更
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現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）

11 7 1 7 1 1. 工事に使用する資材については，県内で産出，生産または製造さ
れたもの（以下「県産資材」という。）の優先使用に努めること
とし，さらに，県産資材以外の資材等についても，県内に本店を
置く資材業者等から調達するよう努めることとする。

11 7 1 5 1 1. 工事に使用する資材については，県内で産出，生産または製造さ
れたもの（以下「県産資材」という。）の優先使用に努めること
とし，さらに，県産資材以外の資材等についても，県内に本店を
置く資材業者等から調達するよう努めることとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 7 2 2. 受注者は，「材料使用承認願」において，全ての資材について県
産資材使用の有無を記載するとともに，以下に記載する「指定主
要資材」の中で県産資材を使用しない場合は，「県産資材等不使
用状況報告書」を監督員に提出し，承諾を得なければならない。

11 7 1 5 2 2. 受注者は，「材料使用承認願」において，全ての資材について県
産資材使用の有無を記載するとともに，以下に記載する「指定主
要資材」の中で県産資材を使用しない場合は，「県産資材等不使
用状況報告書」を監督員に提出し，承諾を得なければならない。

【修正】
条の変更

11 7 1 7 2 表（指定資材（７品目）） 11 7 1 5 2 表（指定資材（７品目）） 【修正】
条の変更

11 7 1 7 2 【別表参照】 11 7 1 5 2 【別表参照】 【修正】
条の変更

11 7 1 7 3 3. 前項で定めた不使用状況報告書において，第1項で定めた資材業
者等から調達しない場合は，その理由を記載すること。

11 7 1 5 3 3. 前項で定めた不使用状況報告書において，第1項で定めた資材業
者等から調達しない場合は，その理由を記載すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 7 4 4. 受注者は，工事完成時及び監督職員から指示された場合，「建設
資材使用実績報告書」の電子（エクセル」）データを監督職員に
提出すること。

11 7 1 5 4 4. 受注者は，工事完成時及び監督職員から指示された場合，「建設
資材使用実績報告書」の電子（エクセル」）データを監督職員に
提出すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 7 5 5. 各様式については，鹿児島県ホームページから取得すること。 11 7 1 5 5 5. 各様式については，鹿児島県ホームページから取得すること。 【修正】
条の変更

11 7 1 7 5 なお，4項「建設資材使用実績報告書」を監督職員へ提出する際
は，工事関係書類一覧表（電子（エクセル）データ）の「下請工
事における管内建設業者等不活用状況報告書」，「県産資材等不
活用状況」，「使用材料承認願い」，「下請業者使用実績報告
書」，「【発注者使用】様式-1」，「【発注者使用】様式-2」の
シートは，削除しないこと。

11 7 1 5 5 なお，4項「建設資材使用実績報告書」を監督職員へ提出する際
は，工事関係書類一覧表（電子（エクセル）データ）の「下請工
事における管内建設業者等不活用状況報告書」，「県産資材等不
活用状況」，「使用材料承認願い」，「下請業者使用実績報告
書」，「【発注者使用】様式-1」，「【発注者使用】様式-2」の
シートは，削除しないこと。

【修正】
条の変更

11 7 1 8 0 11-7-1-8 下請工事における管内（県内）建設業者の優先活用について 11 7 1 6 0 11-7-1-6 下請工事における管内（県内）建設業者の優先活用について 【修正】
条の変更

11 7 1 8 1 1. 受注者は，工事の一部を下請に付する場合は，施工地を管轄する
振興局，支庁の管内に主たる営業所を有する者を使用するよう努
めることとする。

11 7 1 6 1 1. 受注者は，工事の一部を下請に付する場合は，施工地を管轄する
振興局，支庁の管内に主たる営業所を有する者を使用するよう努
めることとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 8 2 2. 受注者は，前項で定めた建設業者を活用しない場合は，施工計画
書等の提出と併せて「下請工事における管内建設業者等不活用状
況報告書」を監督職員に提出すること。

11 7 1 6 2 2. 受注者は，前項で定めた建設業者を活用しない場合は，施工計画
書等の提出と併せて「下請工事における管内建設業者等不活用状
況報告書」を監督職員に提出すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 8 3 3. 受注者は，工事完成時及び監督職員から指示された場合，「下請
業者使用実績報告書」の電子（エクセル」）データを監督職員に
提出すること。

11 7 1 6 3 3. 受注者は，工事完成時及び監督職員から指示された場合，「下請
業者使用実績報告書」の電子（エクセル」）データを監督職員に
提出すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 8 4 4. 各様式については，鹿児島県ホームページから取得すること。 11 7 1 6 4 4. 各様式については，鹿児島県ホームページから取得すること。 【修正】
条の変更

11 7 1 8 4 なお，3項「下請業者使用実績報告書」を監督職員へ提出する際
は，工事関係書類一覧表（電子（エクセル）データ）の「下請工
事における管内建設業者等不活用状況報告書」，「県産資材等不
活用状況」，「使用材料承認願い」，「建設資材使用実績報告
書」，「【発注者使用】様式-1」，「【発注者使用】様式-2」の
シートは，削除しないこと。

11 7 1 6 4 なお，3項「下請業者使用実績報告書」を監督職員へ提出する際
は，工事関係書類一覧表（電子（エクセル）データ）の「下請工
事における管内建設業者等不活用状況報告書」，「県産資材等不
活用状況」，「使用材料承認願い」，「建設資材使用実績報告
書」，「【発注者使用】様式-1」，「【発注者使用】様式-2」の
シートは，削除しないこと。

【修正】
条の変更

11 7 1 9 0 11-7-1-9 施工体制台帳の作成等について 11 7 1 7 0 11-7-1-7 施工体制台帳の作成等について 【修正】
条の変更

11 7 1 9 0 受注者は，建設工事の一部を下請けに付する場合は，施工体制台
帳及び添付書類を作成し，工事現場に備え置くとともに，その写
しを監督職員に遅滞なく（遅くとも下請工事の着手前までに）提
出すること。また，施工体制台帳の記載事項又は添付書類に変更
があったときは，その都度当該変更があった年月日を付記して，
変更に関する事項について，作成提出すること。

11 7 1 7 0 受注者は，建設工事の一部を下請けに付する場合は，施工体制台
帳及び添付書類を作成し，工事現場に備え置くとともに，その写
しを監督職員に遅滞なく（遅くとも下請工事の着手前までに）提
出すること。また，施工体制台帳の記載事項又は添付書類に変更
があったときは，その都度当該変更があった年月日を付記して，
変更に関する事項について，作成提出すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 10 0 11-7-1-10 施工体系図の作成等について 11 7 1 8 0 11-7-1-8 施工体系図の作成等について 【修正】
条の変更

11 7 1 10 0 受注者は，工事を施工するために，建設工事の一部又は以下の1
から4の業務を下請に付する場合は，施工体系図を作成し，工事
の期間中，工事現場の工事関係者の見やすい場所及び公衆の見や
すい場所に掲示するとともに，その写しを監督職員に遅滞なく
（遅くとも下請工事又は業務の着手前までに）提出すること。ま
た，施工体系図の記載事項に変更があったときは，その都度，変
更に関する事項について，作成し提出すること。

11 7 1 8 0 受注者は，工事を施工するために，建設工事の一部又は以下の1
から4の業務を下請に付する場合は，施工体系図を作成し，工事
の期間中，工事現場の工事関係者の見やすい場所及び公衆の見や
すい場所に掲示するとともに，その写しを監督職員に遅滞なく
（遅くとも下請工事又は業務の着手前までに）提出すること。ま
た，施工体系図の記載事項に変更があったときは，その都度，変
更に関する事項について，作成し提出すること。

【修正】
条の変更
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し） 新条文 編 章 節 条 項

項
以
下

編章節条
（項目見出し） 旧条文 改定理由（R7.10）

現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）

11 7 1 10 1 1. 伐採及び測量・調査等の工事現場で作業を行う業務 11 7 1 8 1 1. 伐採及び測量・調査等の工事現場で作業を行う業務 【修正】
条の変更

11 7 1 10 2 2. 土砂やコンクリート殻等の運搬のみを行う業務 11 7 1 8 2 2. 土砂やコンクリート殻等の運搬のみを行う業務 【修正】
条の変更

11 7 1 10 3 3. 工事現場の警備（交通誘導を含む）を行う業務 11 7 1 8 3 3. 工事現場の警備（交通誘導を含む）を行う業務 【修正】
条の変更

11 7 1 10 4 4. その他監督職員が記載を指示した業務等 11 7 1 8 4 4. その他監督職員が記載を指示した業務等 【修正】
条の変更

11 7 1 11 0 11-7-1-11 建設キャリアアップシステムの活用について 11 7 1 9 0 11-7-1-9 建設キャリアアップシステムの活用について 【修正】
条の変更

11 7 1 11 1 1. 受注者は，契約後速やかにCCUS活用の意思を工事打合せ簿により
通知すること。

11 7 1 9 1 1. 受注者は，契約後速やかにCCUS活用の意思を工事打合せ簿により
通知すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 11 2 2. 受注者（2項の通知を行った受注者をいう。以下この条において
同じ。）は，CCUSに工事の建設現場に係る情報の登録を行うとと
もに，建設キャリアアップカードのカードリーダーを設置する。

11 7 1 9 2 2. 受注者（2項の通知を行った受注者をいう。以下この条において
同じ。）は，CCUSに工事の建設現場に係る情報の登録を行うとと
もに，建設キャリアアップカードのカードリーダーを設置する。

【修正】
条の変更

11 7 1 11 3 3. 本条において使用する用語の定義は，以下のとおりとする。 11 7 1 9 3 3. 本条において使用する用語の定義は，以下のとおりとする。 【修正】
条の変更

11 7 1 11 3 ・下請企業
建設業法（昭和24年法律第100号）第2条第5項に規定する下請負
人のうち，工事において施工体系図への記載が求められるものを
いう。

11 7 1 9 3 ・下請企業
建設業法（昭和24年法律第100号）第2条第5項に規定する下請負
人のうち，工事において施工体系図への記載が求められるものを
いう。

【修正】
条の変更

11 7 1 11 3 ・技能者
元請又は下請企業の従業員で，建設技能者として就労する者をい
い，一人親方を含む。

11 7 1 9 3 ・技能者
元請又は下請企業の従業員で，建設技能者として就労する者をい
い，一人親方を含む。

【修正】
条の変更

11 7 1 11 3 ・CCUS登録事業者
元請又は下請企業のうち，一般財団法人建設業振興基金に対し，
事業者として自社の情報，雇用する技能者に関する情報又は建設
現場に係る情報を登録するCCUSの利用者をいう。

11 7 1 9 3 ・CCUS登録事業者
元請又は下請企業のうち，一般財団法人建設業振興基金に対し，
事業者として自社の情報，雇用する技能者に関する情報又は建設
現場に係る情報を登録するCCUSの利用者をいう。

【修正】
条の変更

11 7 1 11 3 ・登録技能者率
CCUS登録技能者の数/技能者の数

11 7 1 9 3 ・登録技能者率
CCUS登録技能者の数/技能者の数

【修正】
条の変更

11 7 1 11 3 ・就業履歴蓄積率
建設キャリアアップカードのカードリーダーへのタッチ等をして
工事現場へ入場した技能者の数/工事現場へ入場した技能者の数

11 7 1 9 3 ・就業履歴蓄積率
建設キャリアアップカードのカードリーダーへのタッチ等をして
工事現場へ入場した技能者の数/工事現場へ入場した技能者の数

【修正】
条の変更

11 7 1 11 4 4. 受注者が，工事期間中において，登録事業者率70％以上，登録技
能者率60％（営繕：50％）以上及び就業履歴蓄積率30％以上（以
下「基準」と総称する。）を全て達成した場合は，発注者は，考
査項目「創意工夫」において評価する。

11 7 1 9 4 4. 受注者が，工事期間中において，登録事業者率70％以上，登録技
能者率60％（営繕：50％）以上及び就業履歴蓄積率30％以上（以
下「基準」と総称する。）を全て達成した場合は，発注者は，考
査項目「創意工夫」において評価する。

【修正】
条の変更

11 7 1 11 5 5. 受注者は，工事期間中において，5項の基準のいずれかが未達成
の場合は，報告様式に，当該工事名，未達成の項目，要因及び改
善策を記載し，工事完成書類提出時に発注者に報告すること。

11 7 1 9 5 5. 受注者は，工事期間中において，5項の基準のいずれかが未達成
の場合は，報告様式に，当該工事名，未達成の項目，要因及び改
善策を記載し，工事完成書類提出時に発注者に報告すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 11 6 6. カードリーダーの設置費用や現場利用料（カードタッチ費用）
等，本試行工事に伴う一切の費用は設計変更の対象としない。

11 7 1 9 6 6. カードリーダーの設置費用や現場利用料（カードタッチ費用）
等，本試行工事に伴う一切の費用は設計変更の対象としない。

【修正】
条の変更

11 7 1 12 0 11-7-1-12 建設現場における「快適トイレ」設置について 11 7 1 10 0 11-7-1-10 建設現場における「快適トイレ」設置について 【修正】
条の変更

11 7 1 12 0 受注者は積極的に快適トイレの試行に取り組むこと。 11 7 1 10 0 受注者は積極的に快適トイレの試行に取り組むこと。 【修正】
条の変更

11 7 1 12 0 快適トイレを設置する場合は，『鹿児島県の建設現場における
「快適トイレ」設置の試行要領』に基づき行うものとする。

11 7 1 10 0 快適トイレを設置する場合は，『鹿児島県の建設現場における
「快適トイレ」設置の試行要領』に基づき行うものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 12 0 なお，試行要領は鹿児島県ホームページから取得できる。 11 7 1 10 0 なお，試行要領は鹿児島県ホームページから取得できる。 【修正】
条の変更

11 7 1 13 0 11-7-1-13 熱中症対策に資する現場管理費の補正について 11 7 1 11 0 11-7-1-11 熱中症対策に資する現場管理費の補正について 【修正】
条の変更

11 7 1 13 1 1. 試行にあたっては，「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試
行について（令和6年3月14日付け技術管理室長通知）」に基づき
行うものとする。

11 7 1 11 1 1. 試行にあたっては，「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試
行について（令和6年3月14日付け技術管理室長通知）」に基づき
行うものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 13 2 2. 「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行について」は鹿児
島県ホームページから取得できる。

11 7 1 11 2 2. 「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行について」は鹿児
島県ホームページから取得できる。

【修正】
条の変更

11 7 1 14 0 11-7-1-14 工事の概算数量発注について 11 7 1 12 0 11-7-1-12 工事の概算数量発注について 【修正】
条の変更

11 7 1 14 1 1. 概算数量発注方式により積算した工事について，詳細は，概算数
量発注要領によるものとする。

11 7 1 12 1 1. 概算数量発注方式により積算した工事について，詳細は，概算数
量発注要領によるものとする。

【修正】
条の変更
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し） 新条文 編 章 節 条 項

項
以
下

編章節条
（項目見出し） 旧条文 改定理由（R7.10）

現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）

11 7 1 14 1 なお，発注要領は鹿児島県ホームページから取得できる。 11 7 1 12 1 なお，発注要領は鹿児島県ホームページから取得できる。 【修正】
条の変更

11 7 1 14 2 2. 概算数量発注方式により積算した工事の工期には，工事計画図書
の作成に要する日数として，15日または30日を付与している。

11 7 1 12 2 2. 概算数量発注方式により積算した工事の工期には，工事計画図書
の作成に要する日数として，15日または30日を付与している。

【修正】
条の変更

11 7 1 14 3 3. 受注者は概算数量発注方式により積算した工事に関して疑義が生
じた場合には，監督職員に連絡し協議すること。

11 7 1 12 3 3. 受注者は概算数量発注方式により積算した工事に関して疑義が生
じた場合には，監督職員に連絡し協議すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 15 0 11-7-1-15 時間的制約を受ける公共土木工事の積算 11 7 1 13 0 11-7-1-13 時間的制約を受ける公共土木工事の積算 【修正】
条の変更

11 7 1 15 0 本条は特記仕様書に記載された，時間的制約を受ける公共土木工
事の積算条件に基づき，対象が「工事全体」の場合は1項，「現
道上の工事」の場合は2項，「対象外」の場合は3項を適用する。

11 7 1 13 0 本条は特記仕様書に記載された，時間的制約を受ける公共土木工
事の積算条件に基づき，対象が「工事全体」の場合は1項，「現
道上の工事」の場合は2項，「対象外」の場合は3項を適用する。

【修正】
条の変更

11 7 1 15 1 1. 「工事全体」 11 7 1 13 1 1. 「工事全体」 【修正】
条の変更

11 7 1 15 1 想定している1日あたりの作業時間は，8時30分～17時までの8.5
時間のうち休憩時間1時間除いた7.5時間で，工事全体に時間的制
約を受ける場合の設計労務単価の補正割増し係数は，1.06を採用
する。

11 7 1 13 1 想定している1日あたりの作業時間は，8時30分～17時までの8.5
時間のうち休憩時間1時間除いた7.5時間で，工事全体に時間的制
約を受ける場合の設計労務単価の補正割増し係数は，1.06を採用
する。

【修正】
条の変更

11 7 1 15 2 2. 「現道上での工事」 11 7 1 13 2 2. 「現道上での工事」 【修正】
条の変更

11 7 1 15 2 想定している1日あたりの作業時間は，8時30分～17時までの8.5
時間のうち休憩時間1時間除いた7.5時間で，対象工種の時間的制
約を受ける場合の設計労務単価の補正割増し係数は，1.06を採用
する。

11 7 1 13 2 想定している1日あたりの作業時間は，8時30分～17時までの8.5
時間のうち休憩時間1時間除いた7.5時間で，対象工種の時間的制
約を受ける場合の設計労務単価の補正割増し係数は，1.06を採用
する。

【修正】
条の変更

11 7 1 15 3 3. 「対象外」 11 7 1 13 3 3. 「対象外」 【修正】
条の変更

11 7 1 15 3 土木工事標準積算基準書（共通編）第8章に示された　時間的制
約条件1）～4）に該当する現場で，所管警察署等交通管理者から
の道路使用許可条件やその他やむを得ない理由により，作業時間
が7.5時間/日以下となる場合には，「時間的制約を受ける公共土
木工事の積算」の対象となるので，受発注者間で設計変更協議を
行うこと。

11 7 1 13 3 土木工事標準積算基準書（共通編）第8章に示された　時間的制
約条件1）～4）に該当する現場で，所管警察署等交通管理者から
の道路使用許可条件やその他やむを得ない理由により，作業時間
が7.5時間/日以下となる場合には，「時間的制約を受ける公共土
木工事の積算」の対象となるので，受発注者間で設計変更協議を
行うこと。

【修正】
条の変更

11 7 1 16 0 11-7-1-16 遠隔臨場の試行について 11 7 1 14 0 11-7-1-14 遠隔臨場の試行について 【修正】
条の変更

11 7 1 16 0 遠隔臨場の試行は，「鹿児島県の公共工事等における遠隔臨場試
行要領」により，受発注者いずれの発議でも打合せ簿による協議
のうえ適用できる。遠隔臨場は，受発注者の働き方改革に寄与す
ることから試行を推進しており，現場立会のほか，日頃の工事打
合せについても，積極的な遠隔臨場の取り組みに努めること。

11 7 1 14 0 遠隔臨場の試行は，「鹿児島県の公共工事等における遠隔臨場試
行要領」により，受発注者いずれの発議でも打合せ簿による協議
のうえ適用できる。遠隔臨場は，受発注者の働き方改革に寄与す
ることから試行を推進しており，現場立会のほか，日頃の工事打
合せについても，積極的な遠隔臨場の取り組みに努めること。

【修正】
条の変更

11 7 1 16 0 なお，試行に必要となる費用は，原則設計変更の対象としない。 11 7 1 14 0 なお，試行に必要となる費用は，原則設計変更の対象としない。 【修正】
条の変更

11 7 1 17 0 11-7-1-17 中間検査の実施 11 7 1 15 0 11-7-1-15 中間検査の実施 【修正】
条の変更

11 7 1 17 0 中間検査を実施する場合，出来高が50％を超えた時点で中間検査
を実施することとする。また，受注者は検査希望日を発注者に書
面で申し出なければならない。

11 7 1 15 0 中間検査を実施する場合，出来高が50％を超えた時点で中間検査
を実施することとする。また，受注者は検査希望日を発注者に書
面で申し出なければならない。

【修正】
条の変更

11 7 1 18 0 11-7-1-18 工事現場の現場環境改善 11 7 1 16 0 11-7-1-16 工事現場の現場環境改善 【修正】
条の変更

11 7 1 18 1 1. 工事現場の現場環境改善は，周辺住民の生活環境への配慮及び一
般住民への建設事業の広報活動，現場労働者の作業環境の改善を
行うために実施するものである。受注者はこの趣旨を理解し，発
注者と協力しつつ地域との連携を図り，適正に工事を実施するこ
と。

11 7 1 16 1 1. 現場環境改善については，[別表－1]の内容のうち原則として各
計上費目ごと（仮設備関係，営繕関係，安全関係及び地域連携）
ごとに1内容ずつ（いずれか1費目のみ2内容）の合計5つの内容を
基本として実施すること。

【修正】
R7.5.29 技術管理室長通知
「土木請負工事における「現場環境
改善費」の運用について（通知）よ
り

11 7 1 18 2 2. 現場環境改善については，別表－１の内容のうち，原則として各
計上費目（仮設備関係，営繕関係，安全関係及び地域連携）ごと
に１内容ずつ（いずれか１費目のみ２内容）の合計５つの内容を
基本として実施すること。

【修正】
R7.5.29 技術管理室長通知
「土木請負工事における「現場環境
改善費」の運用について（通知）よ
り

11 7 1 18 3 3. 現場環境改善においては，木製資材の積極的な使用に努めるこ
と。

11 7 1 16 2 2. 現場環境改善においては，木製資材の積極的な使用に努めるこ
と。

【修正】
条の変更

11 7 1 18 4 4. 現場環境改善の具体的な実施内容及び実施時期について，施工計
画書へ記載し提出すること。

11 7 1 16 3 3. 現場環境改善の具体的な実施内容及び実施時期について，施工計
画書へ記載し提出すること。

【修正】
条の変更
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し） 新条文 編 章 節 条 項

項
以
下

編章節条
（項目見出し） 旧条文 改定理由（R7.10）

現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）

11 7 1 18 5 5. 工事完了時には，現場環境改善の実施写真を提出すること。 11 7 1 16 4 4. 工事完了時には，現場環境改善の実施写真を提出すること。 【修正】
条の変更

11 7 1 18 6 6. 工期設定に関しては，現場環境改善の準備に必要な期間を考慮す
ること。

11 7 1 16 5 5. 工期設定に関しては，現場環境改善の準備に必要な期間を考慮す
ること。

【修正】
条の変更

11 7 1 18 【適用工事】 11 7 1 16 【適用工事】 【修正】
条の変更

11 7 1 18 原則として当初設計金額1,000万円以上のすべての土木工事(港
湾・漁港工事を除く)に対して適用し，「土木工事標準歩掛」(以
下，「歩掛」とする。)の工種区分が道路維持工事・河川維持工
事に該当する工種，崩土除去，中州・寄州除去，維持浚渫，照明
施設設置，防舷材及び車止め設置，オーバーレイ，法面工並びに
工場製作等は除く。ただし，1,000万円未満でも現場環境改善を
特に必要とする場合には適用する。
災害復旧事業については，現場環境改善における熱中症対策・防
寒対策に関する費用のみを対象とする。

11 7 1 16 原則として当初設計金額1,000万円以上のすべての土木工事(港
湾・漁港工事を除く)に対して適用し，「土木工事標準歩掛」(以
下，「歩掛」とする。)の工種区分が道路維持工事・河川維持工
事に該当する工種と崩土除去，中州・寄州除去，維持浚渫，照明
施設設置，防舷材及び車止め設置，オーバーレイ，法面工及び災
害復旧工事並びに工場製作等は除く。

【修正】
R7.5.29 技術管理室長通知
「土木請負工事における「現場環境
改善費」の運用について（通知）よ
り

11 7 1 18 11 7 1 16 ただし，1,000万円未満でもイメージアップを特に必要とする場
合には適用する。

11 7 1 18 ［別表－1］ 【別表参照】 11 7 1 16 ［別表－1］ 【別表参照】 【修正】
R7.5.29 技術管理室長通知
「土木請負工事における「現場環境
改善費」の運用について（通知）よ
り

11 7 1 18 ［別表－2］ 【別表参照】 11 7 1 16 ［別表－2］ 【別表参照】 【修正】
R7.5.29 技術管理室長通知
「土木請負工事における「現場環境
改善費」の運用について（通知）よ
り

11 7 1 18 表 現場環境改善実施計画書 11 7 1 16 表 現場環境改善実施計画書 【修正】
R7.5.29 技術管理室長通知
「土木請負工事における「現場環境
改善費」の運用について（通知）よ
り

11 7 1 18 【別表参照】 11 7 1 16 【別表参照】 【修正】
R7.5.29 技術管理室長通知
「土木請負工事における「現場環境
改善費」の運用について（通知）よ
り

11 7 1 19 0 11-7-1-19 繰越予定箇所の工期等の取扱いについて 11 7 1 17 0 11-7-1-17 繰越予定箇所の工期等の取扱いについて 【修正】
条の変更

11 7 1 19 1 1. 繰越しを予定している工事について，完了工期は，繰越承認が得
られた場合に変更契約を行うものとする。

11 7 1 17 1 1. 繰越しを予定している工事について，完了工期は，繰越承認が得
られた場合に変更契約を行うものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 19 2 2. 繰越しを予定している工事については，特記仕様書に繰越承認後
の完了工期を記載。
例）繰越承認後の完了工期は，○○日間を予定している。

11 7 1 17 2 2. 繰越しを予定している工事については，特記仕様書に繰越承認後
の完了工期を記載。
例）繰越承認後の完了工期は，○○日間を予定している。

【修正】
条の変更

11 7 1 19 3 3. 「工事標示板」等に工期を標示する場合は，監督職員と協議の
上，当初は前項の工期を考慮した完了予定工期に「（予定）」を
付して標示するものとし，契約変更後速やかに変更後の工期に訂
正するものとする。

11 7 1 17 3 3. 「工事標示板」等に工期を標示する場合は，監督職員と協議の
上，当初は前項の工期を考慮した完了予定工期に「（予定）」を
付して標示するものとし，契約変更後速やかに変更後の工期に訂
正するものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 20 0 11-7-1-20 現道工事等における交通誘導警備員の資格要件 11 7 1 18 0 11-7-1-18 現道工事等における交通誘導警備員の資格要件 【修正】
条の変更

11 7 1 20 0 工事で配置する交通誘導警備員は，交通誘導警備業務に係る1
級，2級検定合格警備員，または，交通誘導に関して専門的な知
識及び技能を有する警備員等を配置すること。

11 7 1 18 0 工事で配置する交通誘導警備員は，交通誘導警備業務に係る1
級，2級検定合格警備員，または，交通誘導に関して専門的な知
識及び技能を有する警備員等を配置すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 20 0 ただし，鹿児島県公安委員会が，道路における危険を防止するた
め，交通誘導警備業務検定合格警備員の配置が必要と定めた路線
及び自動車専用道路において，交通誘導警備業務に従事する場
合，規制箇所ごとに1級検定合格警備員又は2級検定合格警備員を
1名以上配置すること。

11 7 1 18 0 ただし，鹿児島県公安委員会が，道路における危険を防止するた
め，交通誘導警備業務検定合格警備員の配置が必要と定めた路線
及び自動車専用道路において，交通誘導警備業務に従事する場
合，規制箇所ごとに1級検定合格警備員又は2級検定合格警備員を
1名以上配置すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 20 0 なお，同一の施工現場であっても，それぞれの交通誘導警備員の
雇用主である警備会社ごとに区域等で分担することにより，警備
業務に係る命令系統の独立性が確保された適正な請負業務であれ
ば，複数の警備会社に請け負わせていても差し支えない。

11 7 1 18 0 なお，同一の施工現場であっても，それぞれの交通誘導警備員の
雇用主である警備会社ごとに区域等で分担することにより，警備
業務に係る命令系統の独立性が確保された適正な請負業務であれ
ば，複数の警備会社に請け負わせていても差し支えない。

【修正】
条の変更
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し） 新条文 編 章 節 条 項

項
以
下

編章節条
（項目見出し） 旧条文 改定理由（R7.10）

現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）

11 7 1 20 0 また，受注者は，施工体系図を下請契約締結後，遅滞なく監督職
員に提出すること。

11 7 1 18 0 また，受注者は，施工体系図を下請契約締結後，遅滞なく監督職
員に提出すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 20 0 表（資格要件） 11 7 1 18 0 表（資格要件） 【修正】
条の変更

11 7 1 20 0 【別表参照】 11 7 1 18 0 【別表参照】 【修正】
条の変更

11 7 1 21 0 11-7-1-21 三者技術調整会について 11 7 1 19 0 11-7-1-19 三者技術調整会について 【修正】
条の変更

11 7 1 21 0 三者技術調整会を開催する工事において，受注者は，工事施工前
に現地踏査，事前測量を実施し，設計図書の照査が終了した時点
で，監督職員に照査結果及び質問書を添付した工事打合簿によ
り，「三者技術調整会」開催を要請するものとする。

11 7 1 19 0 三者技術調整会を開催する工事において，受注者は，工事施工前
に現地踏査，事前測量を実施し，設計図書の照査が終了した時点
で，監督職員に照査結果及び質問書を添付した工事打合簿によ
り，「三者技術調整会」開催を要請するものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 21 0 開催回数は現場条件の特殊性等に応じ，発注者と受注者の協議に
より複数回開催することができるものとする。

11 7 1 19 0 開催回数は現場条件の特殊性等に応じ，発注者と受注者の協議に
より複数回開催することができるものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 21 0 また，三者技術調整会は，「三者技術調整会実施要領」に基づき
実施することとするが，当該要領は鹿児島県ホームページより取
得すること。

11 7 1 19 0 また，三者技術調整会は，「三者技術調整会実施要領」に基づき
実施することとするが，当該要領は鹿児島県ホームページより取
得すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 21 0 なお，三者技術調整会を開催する工事において，開催に係る費用
を技術管理費に計上しているので，受注者は，当該費用を委託請
負者に支払うものとする。

11 7 1 19 0 なお，三者技術調整会を開催する工事において，開催に係る費用
を技術管理費に計上しているので，受注者は，当該費用を委託請
負者に支払うものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 21 0 三者技術調整会の開催を予定していない工事において，受注者が
開催を希望する場合は，発注者と協議するものとする。

11 7 1 19 0 三者技術調整会の開催を予定していない工事において，受注者が
開催を希望する場合は，発注者と協議するものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 22 0 11-7-1-22 施工箇所が点在する工事の積算について 11 7 1 20 0 11-7-1-20 施工箇所が点在する工事の積算について 【修正】
条の変更

11 7 1 22 1 1. 11 7 1 20 1 1. 【修正】
条の変更

11 7 1 22 2 2. 施工箇所が点在する工事の積算について，主たる工種区分は，工
事全体で判断する。

11 7 1 20 2 2. 施工箇所が点在する工事の積算について，主たる工種区分は，工
事全体で判断する。

【修正】
条の変更

11 7 1 22 3 3. 共通仮設費及び現場管理費について，各地区毎に算出した合計額
とする。なお，共通仮設費率，現場管理費率にかかる施工地域を
考慮した補正係数は，施工箇所毎に設定する。

11 7 1 20 3 3. 共通仮設費及び現場管理費について，各地区毎に算出した合計額
とする。なお，共通仮設費率，現場管理費率にかかる施工地域を
考慮した補正係数は，施工箇所毎に設定する。

【修正】
条の変更

11 7 1 22 4 4. 現場環境改善費については，施工箇所毎に算出した合計額とす
る。なお，現場環境改善費率にかかる施工地域は，施工箇所毎に
設定する。

11 7 1 20 4 4. 現場環境改善費については，施工箇所毎に算出した合計額とす
る。なお，現場環境改善費率にかかる施工地域は，施工箇所毎に
設定する。

【修正】
条の変更

11 7 1 22 5 5. 一般管理費等については，施工箇所毎に分けない積算と同様に算
出（共通仮設費率，現場環境改善費率，現場管理費率，一般管理
費率の率計算にかかる対象額を全施工箇所の合計額として，共通
仮設費(現場環境改善費含む)，純工事費，現場管理費，工事原
価，一般管理費等を計算する積算により算出）した合計額とす
る。なお，一般管理費等算出時の共通仮設費，現場管理費率にか
かる施工地域を考慮した補正係数及び現場環境改善費率にかかる
施工地域は，施工規模が最も大きい「○○地区」により設定した
係数等によるものとする。

11 7 1 20 5 5. 一般管理費等については，施工箇所毎に分けない積算と同様に算
出（共通仮設費率，現場環境改善費率，現場管理費率，一般管理
費率の率計算にかかる対象額を全施工箇所の合計額として，共通
仮設費(現場環境改善費含む)，純工事費，現場管理費，工事原
価，一般管理費等を計算する積算により算出）した合計額とす
る。なお，一般管理費等算出時の共通仮設費，現場管理費率にか
かる施工地域を考慮した補正係数及び現場環境改善費率にかかる
施工地域は，施工規模が最も大きい「○○地区」により設定した
係数等によるものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 0 11-7-1-23 「鹿児島県における再生資源活用工事実施要領（土木）」及びそ
の運用について

11 7 1 21 0 11-7-1-21 「鹿児島県における再生資源活用工事実施要領（土木）」及びそ
の運用について

【修正】
条の変更

11 7 1 23 1 1. 再生資材の利用 11 7 1 21 1 1. 再生資材の利用 【修正】
条の変更

11 7 1 23 1 特記仕様書に明示された資材の使用に際し，再生資材を利用する
こと。

11 7 1 21 1 特記仕様書に明示された資材の使用に際し，再生資材を利用する
こと。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 1 再生切込砕石については，原則として，かごしま認定リサイクル
製品認定制度の認定を受けた製品を使用すること。

11 7 1 21 1 再生切込砕石については，原則として，かごしま認定リサイクル
製品認定制度の認定を受けた製品を使用すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 2 2. 建設発生土（建設汚泥処理土）の利用 11 7 1 21 2 2. 建設発生土（建設汚泥処理土）の利用 【修正】
条の変更

11 7 1 23 2 盛土に使用する土は，特記仕様書に明示する工事からの建設
発生土（又は購入土，建設汚泥処理土）を利用するものとする。

11 7 1 21 2 盛土に使用する土は，特記仕様書に明示する工事からの建設
発生土（又は購入土，建設汚泥処理土）を利用するものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 3 3. 指定副産物の搬出 11 7 1 21 3 3. 指定副産物の搬出 【修正】
条の変更

11 7 1 23 3 公共工事の施工により発生する指定副産物（建設発生土を除く）
は，再資源化施設に搬出すること。

11 7 1 21 3 公共工事の施工により発生する指定副産物（建設発生土を除く）
は，再資源化施設に搬出すること。

【修正】
条の変更
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し） 新条文 編 章 節 条 項

項
以
下

編章節条
（項目見出し） 旧条文 改定理由（R7.10）

現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）

11 7 1 23 3 特記仕様書に明示する施設と，受注者の提示する施設と異なる場
合においても設計変更の対象とならない。ただし，現場条件や数
量の変更等，受注者の責によらない事項については，発注者と協
議するものとする。

11 7 1 21 3 特記仕様書に明示する施設と，受注者の提示する施設と異なる場
合においても設計変更の対象とならない。ただし，現場条件や数
量の変更等，受注者の責によらない事項については，発注者と協
議するものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 4 4. 建設汚泥の再生利用 11 7 1 21 4 4. 建設汚泥の再生利用 【修正】
条の変更

11 7 1 23 4 建設汚泥の再生利用について，特記仕様書に明示された処理概要
により，現場内で再生利用すること。なお，再生利用に際し，
「建設汚泥処理土品質区分基準」の確認に要する費用について
は，特記仕様書に明示する条件により算出する。

11 7 1 21 4 建設汚泥の再生利用について，特記仕様書に明示された処理概要
により，現場内で再生利用すること。なお，再生利用に際し，
「建設汚泥処理土品質区分基準」の確認に要する費用について
は，特記仕様書に明示する条件により算出する。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 5 5. 建設汚泥の搬出 11 7 1 21 5 5. 建設汚泥の搬出 【修正】
条の変更

11 7 1 23 5 公共工事の施工により発生する建設汚泥は，再資源化施設(又は
管理型最終処分場)に搬出すること。なお，積算に際しては，特
記仕様書に明示する条件により算出する。

11 7 1 21 5 公共工事の施工により発生する建設汚泥は，再資源化施設(又は
管理型最終処分場)に搬出すること。なお，積算に際しては，特
記仕様書に明示する条件により算出する。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 5 特記仕様書に明示する施設と，受注者の提示する施設と異なる場
合においても設計変更の対象としない。ただし，現場条件や数量
の変更等，受注者の責によらない事項については，発注者と協議
するものとする。

11 7 1 21 5 特記仕様書に明示する施設と，受注者の提示する施設と異なる場
合においても設計変更の対象としない。ただし，現場条件や数量
の変更等，受注者の責によらない事項については，発注者と協議
するものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 6 6. 特定建設資材の分別解体等・再資源化等 11 7 1 21 6 6. 特定建設資材の分別解体等・再資源化等 【修正】
条の変更

11 7 1 23 6 建設リサイクル法対象工事の場合，建設リサイクル法に基づき，
特定建設資材の分別解体等及び再資源化等について適正な措置を
講ずること。

11 7 1 21 6 建設リサイクル法対象工事の場合，建設リサイクル法に基づき，
特定建設資材の分別解体等及び再資源化等について適正な措置を
講ずること。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 6 なお，特定建設資材の分別解体等・再資源化等については，特記
仕様書に明示する積算条件を設定しているが，工事請負契約書
「６解体工事に要する費用等」に定める事項は契約締結時に発注
者と受注者の間で確認されるものであるため，発注者が特記仕様
書に明示した事項と別の方法であった場合でも変更の対象としな
い。

11 7 1 21 6 なお，特定建設資材の分別解体等・再資源化等については，特記
仕様書に明示する積算条件を設定しているが，工事請負契約書
「６解体工事に要する費用等」に定める事項は契約締結時に発注
者と受注者の間で確認されるものであるため，発注者が特記仕様
書に明示した事項と別の方法であった場合でも変更の対象としな
い。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 6 ただし，工事発注後に明らかになった事情により，予定した条件
により難い場合は，発注者と協議するものとする。

11 7 1 21 6 ただし，工事発注後に明らかになった事情により，予定した条件
により難い場合は，発注者と協議するものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 6 特記仕様書に明示する再資源化等をする施設の名称及び所在地に
ついては積算上の条件明示であり，処理施設を指定するものでは
ない。

11 7 1 21 6 特記仕様書に明示する再資源化等をする施設の名称及び所在地に
ついては積算上の条件明示であり，処理施設を指定するものでは
ない。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 6 なお，受注者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の
対象としない。

11 7 1 21 6 なお，受注者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の
対象としない。

【修正】
条の変更

11 7 1 23 6 ただし，現場条件や数量の変更等，受注者の責によるものでない
事項については，発注者と協議するものとする。

11 7 1 21 6 ただし，現場条件や数量の変更等，受注者の責によるものでない
事項については，発注者と協議するものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 24 0 11-7-1-24 建設発生土の有効利用及び搬出先の明確化等について 11 7 1 22 0 11-7-1-22 建設発生土の有効利用及び搬出先の明確化等について 【修正】
条の変更

11 7 1 24 1 1. 施工により発生する建設発生土は，特記仕様書に明示する場所に
搬出すること。

11 7 1 22 1 1. 施工により発生する建設発生土は，特記仕様書に明示する場所に
搬出すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 24 2 2. 再生資源利用促進計画書を作成し，施工計画書に含めて提出する
とともに，その内容を発注者に説明すること。

11 7 1 22 2 2. 再生資源利用促進計画書を作成し，施工計画書に含めて提出する
とともに，その内容を発注者に説明すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 24 3 3. 再生資源利用促進計画を工事現場の見やすい場所に掲げること。 11 7 1 22 3 3. 再生資源利用促進計画を工事現場の見やすい場所に掲げること。 【修正】
条の変更

11 7 1 24 4 4. 再生資源利用促進計画の記載事項に変更が生じた場合は，速やか
に変更し，その内容を発注者に報告すること。

11 7 1 22 4 4. 再生資源利用促進計画の記載事項に変更が生じた場合は，速やか
に変更し，その内容を発注者に報告すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 24 5 5. 工事完成後，速やかに再生資源利用促進計画の実施状況の記録を
完成書類に含めて提出すること。

11 7 1 22 5 5. 工事完成後，速やかに再生資源利用促進計画の実施状況の記録を
完成書類に含めて提出すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 24 6 6. 再生資源利用促進計画及びその実施状況の記録を工事の完成後５
年間保存すること。

11 7 1 22 6 6. 再生資源利用促進計画及びその実施状況の記録を工事の完成後５
年間保存すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 24 7 7. 土質試験が必要な場合は，試験項目や回数について搬出先と双方
協議し決定すること。

11 7 1 22 7 7. 土質試験が必要な場合は，試験項目や回数について搬出先と双方
協議し決定すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 24 8 8. 工事発注後にやむを得ない事情により上記の指定により難い場合
は，監督職員と協議の上，その指示によること。

11 7 1 22 8 8. 工事発注後にやむを得ない事情により上記の指定により難い場合
は，監督職員と協議の上，その指示によること。

【修正】
条の変更

11 7 1 25 0 11-7-1-25 公共工事で発生する根株，伐採木等の利用について 11 7 1 23 0 11-7-1-23 公共工事で発生する根株，伐採木等の利用について 【修正】
条の変更

11 7 1 25 0 同事業内かつ同年度発注で，吹付工の基盤材として利用する場合
に限り利用することができる。

11 7 1 23 0 同事業内かつ同年度発注で，吹付工の基盤材として利用する場合
に限り利用することができる。

【修正】
条の変更
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し） 新条文 編 章 節 条 項

項
以
下

編章節条
（項目見出し） 旧条文 改定理由（R7.10）

現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）

11 7 1 25 0 発生した根株・伐採木等を保管する場所は，同事業現場内とし，
発生工区受注者が保管，工事終了後は発注者が保管管理し，利用
工区発注後，支給材料引渡書を作成し，利用工区へ引き渡すもの
とする。

11 7 1 23 0 発生した根株・伐採木等を保管する場所は，同事業現場内とし，
発生工区受注者が保管，工事終了後は発注者が保管管理し，利用
工区発注後，支給材料引渡書を作成し，利用工区へ引き渡すもの
とする。

【修正】
条の変更

11 7 1 25 0 根株・伐採木の管理にあたっては，管理場所に管理者名及び連絡
先，他工事に利用する資材であることを記載した掲示板を設置す
ること。

11 7 1 23 0 根株・伐採木の管理にあたっては，管理場所に管理者名及び連絡
先，他工事に利用する資材であることを記載した掲示板を設置す
ること。

【修正】
条の変更

11 7 1 25 0 （発生工事） 11 7 1 23 0 （発生工事） 【修正】
条の変更

11 7 1 25 1 1. 工事により発生する根株・伐採木は，特記仕様書に明示する場所
に保管すること。

11 7 1 23 1 1. 工事により発生する根株・伐採木は，特記仕様書に明示する場所
に保管すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 25 2 2. 保管場所には，囲いをし飛散・流出のないような対策をとるこ
と。

11 7 1 23 2 2. 保管場所には，囲いをし飛散・流出のないような対策をとるこ
と。

【修正】
条の変更

11 7 1 25 3 3. 雨対策として，屋根やブルーシート等での対策を講じること。 11 7 1 23 3 3. 雨対策として，屋根やブルーシート等での対策を講じること。 【修正】
条の変更

11 7 1 25 4 4. 根株についた土砂は落とし，蚊，ハエその他の害虫が発生しない
ようにすること。

11 7 1 23 4 4. 根株についた土砂は落とし，蚊，ハエその他の害虫が発生しない
ようにすること。

【修正】
条の変更

11 7 1 25 5 5. 現場発生品調書を作成し，発生状況及び保管状況の記録を完成図
書に含めて提出すること。

11 7 1 23 5 5. 現場発生品調書を作成し，発生状況及び保管状況の記録を完成図
書に含めて提出すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 25 5 （利用工事） 11 7 1 23 5 （利用工事） 【修正】
条の変更

11 7 1 25 5 1. 伐採木の利用について，特記仕様書に明示する場所に保管してい
る，根株・伐採木を法面工の基盤材として，発注者から引渡しを
受けること。

11 7 1 23 5 1. 伐採木の利用について，特記仕様書に明示する場所に保管してい
る，根株・伐採木を法面工の基盤材として，発注者から引渡しを
受けること。

【修正】
条の変更

11 7 1 25 5 2. 持ち出しについては，監督職員と協議すること。また，その利用
状況の記録を完成図書に含めて提出すること。

11 7 1 23 5 2. 持ち出しについては，監督職員と協議すること。また，その利用
状況の記録を完成図書に含めて提出すること。

【修正】
条の変更

11 7 1 26 0 11-7-1-26 舗装切断作業時に発生する排水の処理 11 7 1 24 0 11-7-1-24 舗装切断作業時に発生する排水の処理 【修正】
条の変更

11 7 1 26 1 1. 舗装の切断作業に伴い，切断機械から発生する排水については，
排水吸引機能を有する切断機械等により回収し，産業廃棄物とし
て適正に処理しなければならない。産業廃棄物の排出事業者（受
注者）が産業廃棄物処理を委託する際，排出事業者（受注者）
は，その責任において，必要な廃棄物情報（成分や性状等）を把
握し処理業者に提供するものとする。

11 7 1 24 1 1. 舗装の切断作業に伴い，切断機械から発生する排水については，
排水吸引機能を有する切断機械等により回収し，産業廃棄物とし
て適正に処理しなければならない。産業廃棄物の排出事業者（受
注者）が産業廃棄物処理を委託する際，排出事業者（受注者）
は，その責任において，必要な廃棄物情報（成分や性状等）を把
握し処理業者に提供するものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 26 2 2. 当該排水の処理に関し，必要な経費については，監督職員と協議
のうえ，設計変更の対象とする。

11 7 1 24 2 2. 当該排水の処理に関し，必要な経費については，監督職員と協議
のうえ，設計変更の対象とする。

【修正】
条の変更

11 7 1 27 0 11-7-1-27 仮設物を継続して使用する場合の取扱い 11 7 1 25 0 11-7-1-25 仮設物を継続して使用する場合の取扱い 【修正】
条の変更

11 7 1 27 0 仮橋・仮桟橋等の仮設物を他の工事に引き継ぐ場合，特記仕様書
に材場期間を明示する。

11 7 1 25 0 仮橋・仮桟橋等の仮設物を他の工事に引き継ぐ場合，特記仕様書
に材場期間を明示する。

【修正】
条の変更

11 7 1 27 0 引き渡し時期，材場期間が変更となる場合は監督職員と協議する
ものとし，必要と認められる経費については変更契約できるもの
とする。

11 7 1 25 0 引き渡し時期，材場期間が変更となる場合は監督職員と協議する
ものとし，必要と認められる経費については変更契約できるもの
とする。

【修正】
条の変更

11 7 1 28 0 11-7-1-28 余裕期間の設定について 11 7 1 26 0 11-7-1-26 余裕期間の設定について 【修正】
条の変更

11 7 1 28 0 （余裕期間が120日間の場合） 11 7 1 26 0 （余裕期間が120日間の場合） 【修正】
条の変更

11 7 1 28 1 1. 受注者は，契約締結日から120日以内の期間で，任意の日を工事
開始日とすることができる。

11 7 1 26 1 1. 受注者は，契約締結日から120日以内の期間で，任意の日を工事
開始日とすることができる。

【修正】
条の変更

11 7 1 28 2 2. 受注者は，前項の工事開始日を「工事開始日通知書」に記載し，
契約書案の提出期限内に発注者に通知しなければならない。

11 7 1 26 2 2. 受注者は，前項の工事開始日を「工事開始日通知書」に記載し，
契約書案の提出期限内に発注者に通知しなければならない。

【修正】
条の変更

11 7 1 28 3 3. 前払金については，工事開始日までは請求できない。 11 7 1 26 3 3. 前払金については，工事開始日までは請求できない。 【修正】
条の変更

11 7 1 28 4 4. 契約締結以降の余裕期間中の取扱いは，以下のとおりとする。 11 7 1 26 4 4. 契約締結以降の余裕期間中の取扱いは，以下のとおりとする。 【修正】
条の変更

11 7 1 28 4 (1) 主任(監理)技術者及び現場代理人の配置は要しない。 11 7 1 26 4 (1) 主任(監理)技術者及び現場代理人の配置は要しない。 【修正】
条の変更

11 7 1 28 4 (2) 現場事務所や資材等の搬入，仮設物の設置等の準備工事を含む工
事に着手することはできない。

11 7 1 26 4 (2) 現場事務所や資材等の搬入，仮設物の設置等の準備工事を含む工
事に着手することはできない。

【修正】
条の変更

11 7 1 28 4 (3) 受注者が余裕期間を設定したことにより期間中に増加する経費
は，受注者の負担とする。

11 7 1 26 4 (3) 受注者が余裕期間を設定したことにより期間中に増加する経費
は，受注者の負担とする。

【修正】
条の変更

11 7 1 28 4 (4) 期間中の当該現場の管理は，発注者の責任において行うものとす
る。

11 7 1 26 4 (4) 期間中の当該現場の管理は，発注者の責任において行うものとす
る。

【修正】
条の変更
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し） 新条文 編 章 節 条 項

項
以
下

編章節条
（項目見出し） 旧条文 改定理由（R7.10）

現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）

11 7 1 28 0 （工事開始日の期限を指定する場合） 11 7 1 26 0 （工事開始日の期限を指定する場合） 【修正】
条の変更

11 7 1 28 1 1. 受注者は，契約締結日から発注者が指定する工事開始日の期限ま
での期間で，任意の日を工事開始日とすることができる。

11 7 1 26 1 1. 受注者は，契約締結日から発注者が指定する工事開始日の期限ま
での期間で，任意の日を工事開始日とすることができる。

【修正】
条の変更

11 7 1 28 2 2. 受注者は，前項の工事開始日を「工事開始日通知書」に記載し，
契約書案の提出期限内に発注者に通知しなければならない。

11 7 1 26 2 2. 受注者は，前項の工事開始日を「工事開始日通知書」に記載し，
契約書案の提出期限内に発注者に通知しなければならない。

【修正】
条の変更

11 7 1 28 3 3. 前払金については，工事開始日までは請求できない。 11 7 1 26 3 3. 前払金については，工事開始日までは請求できない。 【修正】
条の変更

11 7 1 28 4 4. 契約締結以降の余裕期間中の取扱いは，以下のとおりとする。 11 7 1 26 4 4. 契約締結以降の余裕期間中の取扱いは，以下のとおりとする。 【修正】
条の変更

11 7 1 28 4 (1) 主任(監理)技術者及び現場代理人の配置は要しない。 11 7 1 26 4 (1) 主任(監理)技術者及び現場代理人の配置は要しない。 【修正】
条の変更

11 7 1 28 4 (2) 現場事務所や資材等の搬入，仮設物の設置等の準備工事を含む工
事に着手することはできない。

11 7 1 26 4 (2) 現場事務所や資材等の搬入，仮設物の設置等の準備工事を含む工
事に着手することはできない。

【修正】
条の変更

11 7 1 28 4 (3) 受注者が余裕期間を設定したことにより期間中に増加する経費
は，受注者の負担とする。

11 7 1 26 4 (3) 受注者が余裕期間を設定したことにより期間中に増加する経費
は，受注者の負担とする。

【修正】
条の変更

11 7 1 28 4 (4) 期間中の当該現場の管理は，発注者の責任において行うものとす
る。

11 7 1 26 4 (4) 期間中の当該現場の管理は，発注者の責任において行うものとす
る。

【修正】
条の変更

11 7 1 29 0 11-7-1-29 地域外からの労働者確保に要する設計変更の試行について 11 7 1 27 0 11-7-1-27 地域外からの労働者確保に要する設計変更の試行について 【修正】
条の変更

11 7 1 29 1 1. 試行対象工事において，「共通仮設費(率分)のうち営繕費」及び
「現場管理費のうち労務管理費」の下記に示す費用(以下「実績
変更対象費」という。)について，工事実施にあたって不足する
技能者を広域的に確保せざるを得ないことが予想されることか
ら，契約締結後，土木工事標準積算基準書の金額相当では適正な
工事の実施が困難になった場合は，実績変更対象費の支出実績を
踏まえて最終精算変更時点で設計変更するものである。

11 7 1 27 1 1. 試行対象工事において，「共通仮設費(率分)のうち営繕費」及び
「現場管理費のうち労務管理費」の下記に示す費用(以下「実績
変更対象費」という。)について，工事実施にあたって不足する
技能者を広域的に確保せざるを得ないことが予想されることか
ら，契約締結後，土木工事標準積算基準書の金額相当では適正な
工事の実施が困難になった場合は，実績変更対象費の支出実績を
踏まえて最終精算変更時点で設計変更するものである。

【修正】
条の変更

11 7 1 29 1 試行にあたっては，「労働者確保に要する間接費の設計変更運用
マニュアル」によること。

11 7 1 27 1 試行にあたっては，「労働者確保に要する間接費の設計変更運用
マニュアル」によること。

【修正】
条の変更

11 7 1 29 1 営繕費：労働者送迎費，宿泊費，借上費 11 7 1 27 1 営繕費：労働者送迎費，宿泊費，借上費 【修正】
条の変更

11 7 1 29 1 （宿泊費，借上費については労働者確保に係るものに限る。） 11 7 1 27 1 （宿泊費，借上費については労働者確保に係るものに限る。） 【修正】
条の変更

11 7 1 29 1 労務管理費：募集及び解散に要する費用，賃金以外の食事に要す
る費用

11 7 1 27 1 労務管理費：募集及び解散に要する費用，賃金以外の食事に要す
る費用

【修正】
条の変更

11 7 1 29 1 予定価格作成に用いる設計金額の共通仮設費率（率分）及び現場
管理費率に以下の補正係数を乗じて算出する。

11 7 1 27 1 予定価格作成に用いる設計金額の共通仮設費率（率分）及び現場
管理費率に以下の補正係数を乗じて算出する。

【修正】
条の変更

11 7 1 29 1 共通仮設費率（率分）に乗じる補正係数1.056(共通編)1.035(港
湾･漁港編)

11 7 1 27 1 共通仮設費率（率分）に乗じる補正係数1.056(共通編)1.035(港
湾･漁港編)

【修正】
条の変更

11 7 1 29 1 現場管理費率に乗じる補正係数1.005(共通編)1.004(港湾･漁港
編)

11 7 1 27 1 現場管理費率に乗じる補正係数1.005(共通編)1.004(港湾･漁港
編)

【修正】
条の変更

11 7 1 29 2 2. 受注者は，受注金額にかかわらず請負代金内訳書を発注者（1億
円未満の工事では監督職員）に提出する。

11 7 1 27 2 2. 受注者は，受注金額にかかわらず請負代金内訳書を発注者（1億
円未満の工事では監督職員）に提出する。

【修正】
条の変更

11 7 1 29 3 3. 受注者から請負代金内訳書の提出があった後，発注者は工事費構
成書にて，共通仮設費及び現場管理費に対する実績変更対象費の
割合を提示するものとする。

11 7 1 27 3 3. 受注者から請負代金内訳書の提出があった後，発注者は工事費構
成書にて，共通仮設費及び現場管理費に対する実績変更対象費の
割合を提示するものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 29 4 4. 受注者は，前条で示された割合を参考にして実績変更対象費に係
る費用の内訳を記載した実施計画書を作成し，監督職員に提出す
るものとする。

11 7 1 27 4 4. 受注者は，前条で示された割合を参考にして実績変更対象費に係
る費用の内訳を記載した実施計画書を作成し，監督職員に提出す
るものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 29 5 5. 最終精算変更時点において，実績変更対象費の支出実績を踏まえ
て設計変更する場合は，変更実施計画書及び実績変更対象費に実
際に支払った全ての証明書類（領収書，領収書の出ないものは金
額の適切性を証明する金額計算書など。）を監督職員に提出し，
設計変更の内容について協議するものとする。

11 7 1 27 5 5. 最終精算変更時点において，実績変更対象費の支出実績を踏まえ
て設計変更する場合は，変更実施計画書及び実績変更対象費に実
際に支払った全ての証明書類（領収書，領収書の出ないものは金
額の適切性を証明する金額計算書など。）を監督職員に提出し，
設計変更の内容について協議するものとする。

【修正】
条の変更

11 7 1 29 6 6. 受注者の責めによる工事工程の遅れ等，受注者の責めに帰すべき
事由による増加費用については，設計変更の対象としない。

11 7 1 27 6 6. 受注者の責めによる工事工程の遅れ等，受注者の責めに帰すべき
事由による増加費用については，設計変更の対象としない。

【修正】
条の変更

11 7 1 29 7 7. .実績変更対象費の支出実績を踏まえて設計変更する場合，共通
仮設費率分は，土木工事標準積算基準に基づく算出額から実施計
画書（様式１）に記載された共通仮設費率分の合計額を差し引い
た後，証明書類において確認された費用を加算して算出する。

11 7 1 27 7 7. .実績変更対象費の支出実績を踏まえて設計変更する場合，共通
仮設費率分は，土木工事標準積算基準に基づく算出額から実施計
画書（様式１）に記載された共通仮設費率分の合計額を差し引い
た後，証明書類において確認された費用を加算して算出する。

【修正】
条の変更
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編 章 節 条 項
項
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編章節条
（項目見出し） 新条文 編 章 節 条 項

項
以
下

編章節条
（項目見出し） 旧条文 改定理由（R7.10）

現行（令和７年3月版）改定（令和７年10月版）

11 7 1 29 7 また，現場管理費は，土木工事標準積算基準に基づく算出額から
実施計画書（様式１）に記載された現場管理費の合計額を差し引
いた後，証明書類において確認された費用を加算して算出する。

11 7 1 27 7 また，現場管理費は，土木工事標準積算基準に基づく算出額から
実施計画書（様式１）に記載された現場管理費の合計額を差し引
いた後，証明書類において確認された費用を加算して算出する。

【修正】
条の変更

11 7 1 29 8 8. 受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合について
は，法的措置及び指名停止等の措置を行う場合がある。

11 7 1 27 8 8. 受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合について
は，法的措置及び指名停止等の措置を行う場合がある。

【修正】
条の変更

11 7 1 29 9 9. 疑義が生じた場合は，監督職員と協議するものとする。 11 7 1 27 9 9. 疑義が生じた場合は，監督職員と協議するものとする。 【修正】
条の変更

11 7 1 30 0 11-7-1-30 猛暑日による不稼働日の設定について 【追加】
県独自

11 7 1 30 1 「鹿児島県の土木工事における工期設定指針」で定めた標準工期
による工期設定には，猛暑日による不稼働日として，本土11.5日
及び離島12.7日を含んでいる。

【追加】
県独自

11 7 1 31 0 11-7-1-31 情報共有システムの活用について 【追加】
県独自

情報共有システムの活用について，「土木工事等の情報共有シス
テム活用要領」（令和6年12月26日鹿児島県策定）に基づき活用
するものとする。

【追加】
県独自

11 7 2 8 0 11-7-2-8 「週休2日」工事について 11 7 2 8 0 11-7-2-8 「週休2日」試行工事について
【修正】
県独自

11 7 2 8 0 「週休２日」工事の実施にあたっては，『「週休2日」工事実施
要領（一般土木編）（令和7年7月29日鹿児島県策定）』，又は
『「週休２日」試行工事実施要領（港湾・漁港工事編）（令和7
年7月29日鹿児島県策定）』に基づき行うものとする。

11 7 2 8 0 試行に当たっては，『「週休2日」工事実施要領（一般土木・空
港土木事業編）』に基づき行うものとする。 【修正】

県独自
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